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議第６０号 

 

 

令和７年度村上市上水道事業会計補正予算（第３号） 

 

 

　（総　　　則） 

第１条 令和７年度村上市の上水道事業会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

　（収益的収入及び支出） 

第２条 令和７年度村上市上水道事業会計予算（以下｢予算｣という。）第３条に定めた収益的支出の予定

額を次のとおり補正する。 

 

　（科　　　目）　　　　　　（既決予定額）　　　　　（補正予定額）　　　　　　　（計） 

支 出 

　第１款　水道事業費用　　１，１７８，９３５千円　　１１，０００千円　　１，１８９，９３５千円 

　　第１項　営業外費用　　　　　７６，１００千円　　１１，０００千円　　　　　８７，１００千円 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　令和　８年　２月２４日　　提　出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　村　上　市　長　　高　橋　邦　芳 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　令和　８年　　月　　日　　議　決 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　村上市議会議長　　三　田　敏　秋 
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令和７年度 村上市上水道事業会計補正予算実施計画説明書 

 

収益的収入及び支出            

支 出 

 

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 

１ 水道事業費用   1,178,935 11,000 1,189,935 

 １ 営業外費用  76,100 11,000 87,100 

  
２ 消費税及び 

  地方消費税 
10,000 11,000 21,000 
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                                (単位：千円) 

節 
備              考 

区    分 金  額 

   

   

   

消費税及び地方消費税 11,000 消費税及び地方消費税 
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注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

    ・減価償却の方法    定額法による。 

     ・主な耐用年数 

      建物        15 年～50 年 

      構築物       10 年～60 年 

      機械及び装置     8 年～15 年 

      車両運搬具      4 年～ 5 年 

      工具、器具及び備品  5 年～10 年 

  (2) 無形固定資産 

    ・減価償却の方法    定額法による。 

     ・主な耐用年数 

      ソフトウエア     5 年 

  (3) リース資産 

    ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。 

 

２ 引当金の計上方法 

  (1) 退職給付引当金 

    職員の退職手当は、上水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する

普通負担金及び追加負担のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全

部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

  (2) 賞与引当金及び法定福利費引当金 

    職員の期末・勤勉手当及びそれに係る法定福利費の支給に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12 月

から 3 月までの 4 か月分）を計上している。 

  (3) 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不

能見込額を計上している。 

 

 ３ 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。 
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Ⅱ．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

 １ リース取引の処理方法 

   リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

   リース料総額が 300 万円未満のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して

１年以内のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

172,358 千円である。 

 

Ⅳ．その他の注記 

  新会計基準移行に係る経過措置 

 (1) みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

    平成２６年３月３１日において、償却資産の取得又は改良に充てるた

めの補助金等で現に資本剰余金として整理している額については、平成

２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資

産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべての

資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資

産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 

 

 



（単位：千円）

１

(１)給 水 収 益 830,424

(２)受 託 工 事 収 益 57,273

(３)その他営業収益 60,905 948,602

２

(１)原水及び浄水費 155,746

(２)配水及び給水費 127,322

(３)受 託 工 事 費 57,273

(４)総 係 費 120,401

(５)減 価 償 却 費 593,286

(６)資 産 減 耗 費 10,000

(７)その他営業費用 162 1,064,190

115,588

３

(１)受取利息及び配当金 250

(２)他 会 計 補 助 金 1,834

(３)長期前受金戻入 146,410

(４)雑 収 益 1,035 149,529

４

(１)
支払利息及び企業
債取扱諸費 66,100

(２)雑 支 出 66,100 83,429

32,159

５ 56 56

６ 155 155 △ 99

32,258

47,252

0

14,994

令和７年度　村上市上水道事業補正予算予定損益計算書
(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

当 年 度 純 損 失

前年度繰越利益剰余金

営 業 収 益

その他未処分利益剰余金変動額

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 費 用

当年度未処分利益剰余金

営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失
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（単位：千円）

１

(１)有 形 固 定 資 産

イ 土 地 490,521

ロ 建 物 881,891

減 価 償 却 累 計 額 △ 288,292 593,599

ハ 構 築 物 21,960,889

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,048,557 10,912,332

ニ 機 械 及 び 装 置 3,347,618

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,279,675 1,067,943

ホ 車 両 運 搬 具 36,766

減 価 償 却 累 計 額 △ 34,182 2,584

ヘ 工具器具及び備品 27,199

減 価 償 却 累 計 額 △ 24,045 3,154

ト 有 形 リ ー ス 資 産 53,891

減 価 償 却 累 計 額 △ 42,473 11,418

チ 建 設 仮 勘 定 256,156

13,337,707

(２)無 形 固 定 資 産

イ 電 話 加 入 権 146

ロ 無 線 利 用 権 300

ハ 庁 舎 使 用 権

ニ ソ フ ト ウ エ ア 24,920

25,366

13,363,073

２

(１)現 金 預 金 684,656

(２)未 収 金 93,113

貸 倒 引 当 金 △ 1,476 91,637

(３)有 価 証 券

(４)貯 蔵 品 4,658

(５)前 払 費 用

(６)前 払 金

(７)短 期 貸 付 金

(８)そ の 他 流 動 資 産

780,951

14,144,024

令和７年度　村上市上水道事業補正予算予定貸借対照表
(令和８年３月３１日）

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

　資 　産 　合 　計

資　産　の　部

流 動 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

固 定 資 産
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３

(１) 企 業 債

イ
建設改良に充て
るための企業債 4,210,732

ロ そ の 他 企 業 債 4,210,732

(２) リ ー ス 債 務 30

(３) その他固定負債
4,210,762

４

(１) 一 時 借 入 金

(２) 企 業 債

イ
建設改良に充て
るための企業債 412,932

ロ そ の 他 企 業 債 412,932

(３) リ ー ス 債 務 7,403

(４) 未 払 金 155,908

(５) 前 受 金

(６) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 5,121

ロ
法 定 福 利 費
引 当 金 1,017

ハ そ の 他 引 当 金 6,138

(７) その他流動負債
582,381

５

(１) 長 期 前 受 金 6,510,282

(２)
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額 △ 3,406,432

3,103,850

7,896,993

６

(１) 自 己 資 本 金

イ 固 有 資 本 金 59,109

ロ 出 資 金 504,194

ハ 組 入 資 本 金 5,117,366

5,680,669
5,680,669

７

(１) 資 本 剰 余 金

イ 工 事 負 担 金 18,131

ロ 工 事 補 償 金 9,232

ハ 国 庫 補 助 金 39,308

66,671

(２) 利 益 剰 余 金

イ 減 債 積 立 金 195,402

ロ 建設改良積立金 289,295

ハ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 14,994

499,691

566,362

6,247,031

14,144,024負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計
資　本　の　部

資 本 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

繰 延 収 益 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

負　債　の　部

自 己 資 本 金 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金

固 定 負 債

繰 延 収 益
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（１）業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益(△は純損失) △ 32,258

減価償却費 593,286

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 256

引当金の増減額（△は減少） △ 631

長期前受金戻入額 △ 146,410

受取利息及び配当金 △ 250

支払利息 66,100

固定資産除却費 10,000

固定資産売却損益（△は益） △ 1

未収金の増減額（△は増加） 15,098

未払金の増減額（△は減少） △ 10,449

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 886

前払金の増減額（△は増加） 37,700

前受金の増減額（△は減少） △ 7

その他流動資産の増減額（△は増加） 90

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 90,096

小計 441,030

利息及び配当金の受取額 250

利息の支払額 △ 66,100

業務活動によるキャッシュ・フロー 375,180

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 513,746

固定資産の売却による収入 2

国庫補助金等による収入 △ 198

負担金等による収入 199,076

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 314,866

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 367,100

16,269

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 17,631

資金増加額（又は減少額） 42,683

資金期首残高 641,973

資金期末残高 684,656

一般会計からの出資による収入

（単位：千円）

令和７年度 村上市上水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

建設改良等の財源に充てるための企業債の
償還による支出

△ 401,000
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